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■はじめに 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条第１項の

規定により、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、市議会に提出するとともに市民

に公表することとされております。 

本報告書は、法の趣旨にのっとり、各事業の取組や成果を分析するとともに、項目ごと

の評価を踏まえて総合評価を行い、今後の方向性について検討を行ったものです。 

本市教育委員会では、平成 30 年３月に、平成 30 年度から令和４年度までの５か年を計

画期間とする教育基本計画を策定しました。 

市の将来を担う子供たちの健やかな成長を願い、変革の時代、国際化の時代を生き抜く

力を備えた子供を育てていくとともに、市民が心豊かで生きがいのある人生を送ることが

できるよう、義務教育における夢と愛と力を育む教育実践の推進や社会教育の充実を図る

ための様々な事業を実施してまいりました。 

今後におきましても、令和５年３月に策定した新たな教育基本計画の下、時代に適した

教育施策を実施してまいりますので、市民の皆様方におかれましては、本報告書を御覧の

上、多くの御意見をお寄せいただきますよう、また、今後の教育行政の充実・発展に対し、

御理解・御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

■第１章 教育委員会会議及び教育委員の活動 

１ 教育委員会会議の開催状況 

教育委員会会議は、原則、毎月１回の定例会を開催するとともに、必要に応じて臨時

会を開催することとしており、令和４年度は、次のとおり開催しました。 

⑴ 教育委員会会議定例会・・・・・ 12 回 

⑵ 教育委員会会議臨時会・・・・・ １回 

 

２ 教育委員会会議での審議状況 

  教育委員会会議では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 21 条に定める教

育委員会の職務権限のうち、教育長に委任された事務を除いたものに係る議案等の審議

を行っており、令和４年度においては、次の案件について審議を行いました。 

⑴ 議案 令和４年４月から同年 12 月まで 

番号 議決日 件名 

30 ４月 20 日 岩国市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正す

る規則について 

31 ４月 20 日 岩国市社会教育委員の委嘱について 

32 ６月 24 日 岩国市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則

の一部を改正する規則について 

33 ６月 24 日 岩国市図書館条例施行規則の一部を改正する規則について 
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34 ６月 24 日 岩国市社会教育委員の委嘱について 

35 ６月 24 日 岩国市文化財審議会委員の委嘱について 

36 

 

６月 24 日 岩国市図書館に勤務する職員の服務規程の一部を改正する訓令

について 

37 ７月 27 日 令和３年度教育委員会の点検及び評価について 

38 ７月 27 日 令和４年度前期岩国市児童生徒善行表彰について 

39 ８月 18 日 令和３年度決算認定について 

40 ８月 18 日 令和４年度教育費９月補正予算の見積りについて 

41 ８月 18 日 令和５年度岩国市立小学校及び中学校において使用する学校教

育法附則第９条に規定する教科用図書の採択について 

42 ９月 27 日 岩国市立小学校及び中学校の通学区域に関する規則の一部を改

正する規則について 

43 11 月 18 日 令和４年度教育費 12 月補正予算の見積りについて 

44 11 月 18 日 岩国市教育委員会の職務権限の特例に関する条例の一部を改正

する条例について 

⑵ 議案 令和５年１月から同年３月まで 

番号 議決日 件名 

１ １月 26 日 令和４年度後期岩国市児童生徒善行表彰について 

２ ２月 14 日 岩国市教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則につ

いて 

３ ２月 14 日 岩国市教育委員会事務局等の組織に関する規則の一部を改正す

る規則について 

４ ２月 14 日 岩国市教育委員会公印規則の一部を改正する規則について 

５ ２月 14 日 岩国市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に関する規則

の一部を改正する規則について 

６ ２月 14 日 岩国市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令について 

７ ２月 14 日 岩国市文化財保護条例施行規則を廃止する規則について 

８ ２月 14 日 岩国市徴古館条例施行規則を廃止する規則について 

９ ２月 14 日 岩国市教育資料館条例施行規則を廃止する規則について 

10 ２月 14 日 岩国市歴史民俗資料館条例施行規則を廃止する規則について 

11 ２月 14 日 岩国行波の神舞伝承館条例施行規則を廃止する規則について 

12 ２月 14 日 重要文化財旧目加田家住宅保存条例施行規則を廃止する規則に

ついて 

13 ２月 14 日 岩国徴古館に勤務する職員の服務規程を廃止する訓令について 

14 ２月 14 日 岩国市博物館収蔵資料審査会規程を廃止する訓令について 

15 ２月 14 日 岩国学校教育資料館に勤務する職員の服務規程を廃止する訓令

について 

16 ２月 14 日 岩国市教育基本計画の改訂について 

17 ２月 14 日 令和４年度教育費３月補正予算の見積りについて 

18 ２月 14 日 令和５年度教育費予算の見積りについて 

19 ２月 14 日 令和５年度岩国市立小学校及び中学校において使用する学校教

育法附則第９条に規定する教科用図書の採択について 
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20 ２月 14 日 岩国市徴古館条例の一部を改正する条例について 

21 ３月 13 日 令和５年度岩国市立小学校及び中学校教職員人事について 

22 ３月 20 日 岩国市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一

部を改正する規則について 

23 ３月 20 日 岩国市指定文化財の指定について 

24 ３月 20 日 岩国市指定文化財の指定について 

25 ３月 24 日 岩国市職員人事について 

⑶ 報告 令和４年４月から同年 12 月まで 

番号 報告日 件名 

６ ４月 20 日 行事予定及び行事報告について 

７ ４月 20 日 公務上の事故に関する専決処分の報告について 

８ ５月 25 日 行事予定及び行事報告について 

９ ６月 24 日 行事予定及び行事報告について 

10 ７月 27 日 行事予定及び行事報告について 

11 ８月 18 日 行事予定及び行事報告について 

12 ９月 27 日 行事予定及び行事報告について 

13 ９月 27 日 給食費の改定について 

14 10 月 25 日 行事予定及び行事報告について 

15 11 月 18 日 行事予定及び行事報告について 

16 12 月 22 日 行事予定及び行事報告について 

⑷ 報告 令和５年１月から同年３月まで 

番号 報告日 件名 

１ １月 26 日 行事予定及び行事報告について 

２ ２月 14 日 行事予定及び行事報告について 

３ ３月 20 日 行事予定及び行事報告について 

⑸ 協議 令和４年４月から同年 12 月まで 

番号 報告日 件名 

１ 11 月 18 日 岩国市教育基本計画の改訂について 

 

３ 教育委員の活動状況 

教育委員は、定例及び臨時の教育委員会会議への出席のほか、市長が招集する総合教

育会議への出席、小・中学校の訪問や研修への参加などの活動を行っており、令和４年

度の活動は次のとおりです。 

⑴  総合教育会議への出席 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の４の規定に基づき、市長と教育

委員会が十分な意思疎通を図り、同じ方向性の下に連携して効果的に教育行政を推進

していくため、総合教育会議が設置されています。会議では、令和４年度の教育関係

施策の主な取組について協議しました。 

 



４ 
 

   ・令和４年７月 20 日（水） 市役所６階全員協議会室 

第１回岩国市総合教育会議 委員４人出席 

   ・令和５年２月８日（水） 市役所３階 31・32 会議室 

第２回岩国市総合教育会議 委員４人出席 

⑵  学校訪問 

  ・令和４年５月 21 日（土） そお小学校 

    運動会 委員１人出席 

  ・令和４年５月 22 日（日） 修成小学校 

    運動会 委員１人出席 

  ・令和４年５月 28 日（土） 市内小学校 

    運動会 委員４人出席 

  ・令和４年９月 10 日（土） 市内中学校 

    体育祭 委員３人出席 

・令和４年９月 17 日（土） 市内小学校 

    運動会 委員３人出席 

  ・令和４年９月 24 日（土） 市内小・中学校 

    合同運動会 委員１人出席 

  ・令和４年 10 月４日（火） 周東中学校 

    岩国市英語授業力向上研修会 委員２人出席 

  ・令和４年 10 月 11 日（火） 東小・中学校 

    山口県市教育委員会協議会研修会 委員４人出席 

  ・令和４年 10 月 22 日（土） 平田中学校 

    合唱コンクール 委員１人出席 

・令和４年 11 月２日（水） 修成小学校 

    岩国地域へき地教育振興会 委員１人出席 

  ・令和４年 11 月７日（月） 麻里布小学校 

    小中一貫教育に係る確かな学力推進研究事業 委員１人出席 

・令和４年 11 月 14 日（月） 美和中学校 

  授業力向上実践研究発表会 委員１人出席 

・令和４年 11 月 16 日（水） 錦清流小・錦中学校 

  小中高連携英語教育推進校公開授業研究会 委員１人出席 

・令和４年 11 月 21 日（月） 通津中学校 

  「やまぐちっ子の心を育む道徳教育」プロジェクト 委員１人出席 

・令和５年３月９日（木） 市内中学校 

卒業証書授与式 委員４人出席 

・令和５年３月 17 日（金） 市内小学校 

卒業証書授与式 委員４人出席 

⑶  その他の活動 

  ・令和４年４月 15 日（金） 福祉会館 

    岩国市立小・中学校長・園長会議 委員４人出席 
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  ・令和４年４月 18 日（月） 山口市 

    県市町教育委員会教育長・委員研修会議 委員４人出席 

  ・令和４年５月１日（日） 岩国市民文化会館 

    岩国市成人式（令和３年度対象者） 委員３人出席 

  ・令和４年７月１日（金） 福祉会館 

    岩国市立小・中学校長・園長会議 委員２人出席 

・令和４年７月 28 日（木） 市役所４階教育長室 

市町村教育委員会研究協議会（オンライン開催） 委員３人出席 

・令和４年８月 19 日（金） 岩国市民文化会館 

  夏季管理職等研修会 委員１人出席 

・令和４年 10 月 31 日（月）～11 月１日（火） 長崎市 

  市町村教育委員会研究協議会（第２ブロック） 委員４人出席 

・令和４年 11 月２日（水） 高森みどり中学校 

  開校 20 周年記念式典 委員１人出席 

・令和４年 11 月３日（木） 岩国市民文化会館 

岩国市文化芸術栄光賞等表彰式典 委員２人出席 

   ・令和４年 11 月８日（火） シンフォニア岩国 

     岩国市・和木町中学校合唱祭 委員１人出席 

   ・令和４年 11 月９日（水） ハーモニーみわ 

  玖北地区小学校音楽会 委員１人出席 

・令和４年 11 月 10 日（木）～11 日（金） 岩国市民文化会館 

  玖南地区小学校音楽会 委員１人出席 

・令和４年 11 月 13 日（日） シンフォニア岩国 

  ＭＯＡ美術館岩国児童作品展表彰式 委員１人出席 

・令和４年 11 月 17 日（木） 周東パストラルホール 

  玖西地区小学校音楽会 委員２人出席 

・令和４年 11 月 22 日（火） 福祉会館 

    岩国市立小・中学校長・園長会議 委員３人出席 

 ・令和４年 12 月 11 日（日） ボーイスカウト岩国第１団本部 

    べンチャースカウト表彰式 委員１人出席 

  ・令和４年 12 月 11 日（日） 岩国市民文化会館 

    岩国市スポーツ功労者等表彰式 委員１人出席 

  ・令和５年１月８日（日） 岩国市民文化会館 

    岩国市二十歳のつどい 委員２人出席 

   ・令和５年３月１日（水） 市内高等学校 

  卒業証書授与式 委員３人出席 
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■第２章 点検・評価の実施 

１ 対象事業 

点検・評価の対象範囲は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 21 条の規定

により「教育委員会の職務権限」となる事務をはじめ、市長の事務委任及び補助執行と

して行っている事務を含む本市教育委員会が執行する全ての事務とします。 

これらの事務のうち、対象とする事業については、「教育基本計画」に基づく「施策

概要」に掲げる事業の中から主たる事業を選定したものです。 

２ 対象年度 

令和４年度 

３ 意見聴取 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条第２項に規定する「学識経験を有

する者の知見の活用」については、本市の教育関係団体の代表等に御意見を賜り、今後

の教育行政の施策等に資することとしました。 

 

■第３章 点検・評価の構成 

１ 点検・評価シートの構成 

⑴ 対象事業 

「教育基本計画」の「施策概要」の中から選定した事業 

⑵ 事業の目的・現状・実績 

各施策の目標達成に向け、具体的に取り組んだ事業ごとの「目的」、「現状（内容）」

及び「実績」を示すもの 

⑶ 事業費 

人件費相当額を除いた事業の直接経費を「決算額」で示すもの 

⑷ 点検･評価 

  事業の「達成度」、「有効性・必要性」及び「効率性」を評価するとともに、その成

果、課題等を示す。また、この３項目の評価点数を基に、「総合評価」を行うもの 

 ① 達成度 

視 点 点数 判 断 基 準 の ポ イ ン ト 

事業本来の目的の

達成度から、どの

程度の成果が得ら

れたか。 

４ 事業を計画どおり実施し、十分な成果を得ることができ

た。 

３ おおむね計画どおりに事業を実施し、一定の成果を得る

ことができた。 

２ 目的達成に向けて取り組んだが、一部見直す余地がある。 

１ 一部達成されたが、ほとんど成果を得られなかった。 
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② 有効性・必要性 

視 点 点数 判 断 基 準 の ポ イ ン ト 

市民ニーズや社会 

情勢に合っている 

か。 

教育委員会が実施 

する必要性がある 

か。 

 

４ 市民等からのニーズが高く、事業実施の必要性が高い。 

３ 市民等から一定のニーズがあり、事業実施の必要性があ

る。 

２ 市民等からのニーズはあるが、時代変化により必要性が

薄れてきており、一部見直す余地がある。 

１ 市民等のニーズや社会変化に適応しない事業で、見直す

必要がある。 

 ③ 効率性 

視 点 点数 判 断 基 準 の ポ イ ン ト 

事業コスト（予算、 

人員）等の配分が 

適切か。 

効果を上げるため 

の改善の余地はな 

いか。 

４ 事業費及び執行方法が適切で、費用対効果が高い。 

３ 事業費及び執行方法がおおむね適切で、費用対効果があ

る。 

２ 事業費及び執行方法はおおむね適切だが、一部見直す余

地がある。 

１ 事業費及び執行方法の見直しが必要である。 

  【総合評価】 

評 価 内 容 ①～③の合計点数（12 点満点） 

Ａ 非常に良い 11～12 

Ｂ 良い ９～10 

Ｃ おおむね良い ７～８ 

Ｄ 悪い ５～６ 

Ｅ 非常に悪い ３～４ 

⑸ 今後の方向性 

点検・評価結果に基づき、事業を客観的に検証し、課題・改善点を次の事業展開に

生かすもの 

２ 教育関係団体代表等の意見聴取 

点検・評価について、教育関係団体代表等の意見を聴取 

３ 教育委員会会議での議決 

 対象事業や評価・点検項目のヒアリングを行い、各施策・事業を最終評価 

４ 市議会への提出及び市民への公表 

教育委員会会議での議決を経て、点検・評価報告書を市議会に提出するとともに、ホ

ームページ等において公表 

 

 

 



８ 

 

点検・評価実施のフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策を構成する 各 事 業 

    

教育委員会  

点検・評価の実施 

教 育 関 係  

団 体 代 表 等  

点検・評価シート 

についての意見聴取 

 

岩国市教育基本計画   

岩 国 市 総 合 計 画   

 

 

点検 

評価 

 

 

 

 

市  議  会  

(点検・評価報告書の提出) 

市  民  

(ホームページ等による公表) 

 

 

 

意見 

提出 公表 

長期的な施策の方針 

 

中期的な施策の方針 

岩 国 市 教 育 大 綱 

画   

 



■第４章　事業の点検・評価

事業評価一覧表

No. 担 当 課 事 業 名
総 合
評 価

合 計
点 数

１ 灘小学校屋内運動場改築事業 Ｂ 10

２ 学校施設トイレ改修事業 Ｂ 10

３ 国際化に対応する教育の充実 Ｂ 10

４ 小中一貫教育の推進 Ｂ 10

５ 情報化に対応する教育の充実 Ａ 11

６ 青 少 年 課 青少年問題に係る関係機関・団体との連携強化事業 Ｂ 10

７ 教 育 セ ン タ ー 教育支援教室における効果的な指導や運営の推進事業 Ａ 11

８ 学習情報・学習機会提供事業 Ａ 11

９ 家庭教育支援関連事業 Ａ 11

10 文 化 財 保 護 課 文化財の活用推進と次世代への継承 Ｂ ９

11 研究活動と展示会等の充実 Ｂ 10

12 研究会、講座等の開催 Ａ 11

13 子供の読書活動推進事業 Ｂ 10

14 インターネットによるサービス強化事業 Ａ 11

15 科学振興展覧会・研究発表会開催事業 Ｂ 10

16 青少年のための科学の祭典開催事業 Ｂ 10

17 中 央 公 民 館 各種学級・講座開催事業 Ａ 11

科 学 セ ン タ ー

生 涯 学 習 課

中 央 図 書 館

岩 国 徴 古 館

教 育 政 策 課

学 校 教 育 課

 ９



【Ｎｏ.１】

点数

３

４

３

施策名 学校施設の整備促進

事業名
灘小学校屋内運動場改築事業（教育政策課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　学校施設の環境整備は、子供たちの安心・安全で快適な教育環境の場を確保
するため、有効性・必要性が高い事業である。全国的に学校施設の老朽化が指
摘される中、本市においても老朽化が進んだ施設が多く、計画的な整備が必要
である。

効率性

現状
　老朽化した灘小学校の屋内運動場については、雨漏りや床板の劣化等が進み、修繕工
事についても年々増加している状況である。改築を行うことで教育環境の改善を行い、
修繕等のランニングコストを軽減することが可能となる。

実績
　令和３年度から事業を開始し、令和４年度で予定どおり実施設計が完了した。今後は
令和５年度、令和６年度の２か年で新施設の建築工事及び旧施設の解体を行う。

事業費 令和４年度決算額 15,850 千円

目的
　岩国市学校施設長寿命化計画に基づき、灘小学校屋内運動場を児童が安全で快適に使
用することができるよう教育環境の改善として改築を行うとともに、財政負担の軽減・
平準化を図る。

今後の
方向性

　実施設計が完了した灘小学校の屋内運動場の改築については、令和５年度から令和６
年度の２か年をかけて改築工事を行い、教育環境の改善に取り組んでいく。
　今後も岩国市学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設の整備を推進していく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　２か年をかけて行った実施設計により、建設に伴うコストの削減、施設の利
便性及び利用率の向上が見込まれるため、おおむね適切である。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　令和５年度からの工事に向けて予定どおり実施設計が完了し、令和４年度の
事業計画を達成している。引き続き、令和６年度の事業完了を目指して取り組
んでいく。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.２】

点数

３

４

３

施策名 学校施設の整備促進

事業名
学校施設トイレ改修事業（教育政策課）

（担当課）

現状

　学校施設におけるトイレの洋便器化については、全国的に注目を集めており、本市に
おいても保護者をはじめとした学校関係者から多くの要望を受けている。
　トイレ環境の改善による児童生徒の負担軽減を目的とし、和便器から洋便器への更新
を行うことで、学校生活の向上を図る。

実績

　小・中学校計４校のトイレ改修工事を行うため、実施設計を行った。

　【令和４年度実績】
　愛宕小学校・灘小学校トイレ改修実施設計業務
　川下中学校・通津中学校トイレ改修実施設計業務

目的
　学校施設において、児童生徒が安心して学校生活を送れるよう、和便器から洋便器へ
の更新などのトイレの改修を行う。

事業費 令和４年度決算額 19,937 千円

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　令和５年度からのトイレ環境の改善のための改修工事に向け、年次計画どお
りに実施設計が完了した。引き続き、当面の目標である全国平均値の６割を目
指す。

今後の
方向性

　全国的に整備が進められている洋便器化について、本市においても和便器から洋便器
への更新を行っていく。
　まずは全国平均値である６割を目標とし、今後も児童生徒が安心して学校生活を送れ
るよう、岩国市学校施設長寿命化計画等との整合を図りながら、学校施設の衛生環境の
改善を計画的に進めていく。

有効性
・

必要性

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　学校生活において必要不可欠であるトイレについて、洋便器化による環境改
善を行うことにより、児童生徒や教職員の学校生活における質の向上につなが
るため、有効性・必要性は非常に高い。

効率性

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　トイレの洋便器化については、保護者をはじめとした学校関係者からの要望
が多く、重要な課題と考えている。
　この事業は多大な財政負担を伴うが、有利な財源及び技術職員の人材を確保
することにより、最小の予算で最大の効果が上がるよう努めており、計画的に
実施設計を行うことができた。

総合評価 合計点数

Ｂ 10
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【Ｎｏ.３】

点数

３

４

３

施策名 夢の広がり

事業名
国際化に対応する教育の充実（教育政策課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　市民全体の英語学習への意欲を高め、英語を使ってコミュニケーションを行
う力を育成し、これからの社会において必要とされる「協働して課題解決しよ
うとする力」「グローバル人材」の育成の推進につなげることは有効である。

効率性

現状

　「岩国市が目指す英語教育」は、日本語や日本文化を大切にしながら、英語を用い
て、主体的にコミュニケーションを図ろうとするグローバル人材の育成を目指してい
る。
　このような人材の育成のために、ＡＬＴ・国際交流支援員の配置や英語民間試験の導
入により、児童生徒の英語力の向上と教職員の授業の工夫改善を行っている。
　また、児童生徒をはじめとした英語による体験活動の充実を図るなど、市民全体の英
語力の向上を目指した様々な仕組みづくりを検討・実施している。

実績

　令和３年度末にオープンした、英語の学び・学び直しや国際交流を行う拠点施設「岩
国市英語交流センター（ＰＬＡＴ ＡＢＣ）」の運営を行った。
　生け花やイースターエッグづくりといった、互いの文化への理解を深めながら英語を
学べる教室や、幼児期から英語に親しめる環境を目指した英語絵本の読み聞かせ、日米
の演奏者によるアフタヌーンコンサートなど様々なイベントを163件実施し、延べ30,577
人が来館した。
　また、令和５年３月19日にはオープン１周年を記念した大規模イベントを開催し、多
くの参加者でにぎわった。

事業費 令和４年度決算額 157,424 千円

目的

　米海兵隊岩国航空基地がある本市においては、基地との共存を掲げ基地の存在を前提
としたまちづくりを進めており、外国人と市民との友好と交流を深めていくことが重要
である。
　「基地があるまち」を本市ならではの特長として捉え、日本語や日本文化を大切にし
ながら、英語の学び・学び直しや国際交流の機会にあふれる、魅力的な「英語交流のま
ち」の実現、若い世代を中心とした幅広い層に選ばれるまち、活気ある地域の実現を目
指す。

今後の
方向性

　基地と共に歩んできたまちとして、本市の特性をいかしながら、英語の学び・学び直
しや国際交流が充実した「英語交流のまち」を実現するため、令和元年度から「英語交
流のまちＩｗａｋｕｎｉ創生プロジェクト」を開始した。令和２年３月に策定した「英
語交流のまちＩｗａｋｕｎｉ創生プロジェクト基本方針」に基づき、令和４年３月26日
には「岩国市英語交流センター（ＰＬＡＴ　ＡＢＣ）」を開設した。今後は、拠点施設
として位置付けた同センターを中心に、英語に関する各種事業を展開し、魅力的な「英
語交流のまち」の実現を目指す。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　英語教育の取組を学校だけではなく市民全体に広げていくため、教育政策課
に「英語教育推進室」を設置している。英語を核としたまちづくりの推進を更
に図るため関係部署との連携のほか、英語交流センターの運営を業務委託する
など効率化を図り、より計画的・実践的に実施している。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　中高生を対象としたイングリッシュキャンプや、基地内の外国人との交流を
図る国際交流カフェなどを複数回実施した。参加者アンケートにおいても「楽
しかった」「また参加したい」など、満足度に関して一定の成果が得られてい
る。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.４】

点数

３

４

３

施策名 夢の広がり

事業名
小中一貫教育の推進（学校教育課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　児童生徒の学力向上、小中ギャップ・10歳の壁の克服及び教職員の授業力向
上のために、小中一貫教育推進の取組は重要である。また、コミュニティ・ス
クールや地域協育ネットとの一体的な取組は、「地域とともにある学校」づく
りを推進し、児童生徒の地域社会への関心を高めることに有効である。

効率性

現状

　全ての市立小・中学校で小中一貫教育がスタートして３年が経過した。本市では、コ
ミュニティ・スクールや地域協育ネットを基盤とし、学校・家庭・地域が協働した「地
域ぐるみで子供を育てる」体制の下、小中一貫教育を推進している。子供たちの「志高
く豊かな心と生き抜く力」の育成を目指し、小中一貫教育の仕組みである「縦・横・斜
めのつながり」をいかして児童生徒に確かな学力を身に付けさせるとともに、一人一人
の個性や能力を最大限に伸ばすことができるよう本事業に取り組んでいる。

実績

　各中学校区においては、目標や「めざす子供像」を共有し、児童生徒に身に付けさせ
たい資質・能力を明確にした取組を行っている。その取組を可視化するものとして、
「学校・地域連携カリキュラム」を作成している。教育委員会が主催する小中一貫教育
担当者連絡協議会では、所管説明において、当該カリキュラムの活用や見直しの必要性
について伝え、グループ協議において、持ち寄った当該カリキュラムを基に担当者同士
で活動の取組状況や課題等について話し合う機会を設けるなど、各中学校区の実態に即
したカリキュラム・マネジメントを推進し、小中一貫教育の充実に努めている。
　また、各中学校区では、小中合同研修会や小・中学校教員による互見授業など授業力
向上の取組を定期的に開催しているほか、小中合同の運動会や防災訓練など、地域や家
庭も参加できる活動に取り組む中学校区も見られるようになってきた。

事業費 令和４年度決算額 786 千円

目的

　全ての児童生徒の確かな学力、豊かな心、健やかな体を育成し、生き抜く力を育むた
めに、小中連携教育を更に深化・充実させ、小学校と中学校の義務教育９年間を通して
継続的で一貫性のある教育を行うことによって、児童生徒一人一人の個性を伸ばし、夢
の実現につなげていく小中一貫教育を推進する。

今後の
方向性

　小中一貫教育の深化・充実を図っていくためには、各学校が主体となった取組が必須
である。教職員の意識向上のためにも、教育委員会主催の小中一貫教育に関する研修会
や研究事業を継続していくことが肝要である。加えて、「学校・地域連携カリキュラ
ム」の活用や見直しを通して、学校・家庭・地域が一体となって児童生徒の９年間の学
びや育ちを支援し、「地域とともにある学校」づくりに努めていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　小中一貫教育に係る確かな学力推進研究事業として、令和４年度は２つの中
学校区を指定し、研究を進めた。また、小中一貫教育担当者連絡協議会では、
外部講師を招へいして指導助言いただくことで研修の充実を図ることができ
た。これらのことから、本事業はおおむね適切に実行している。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　教育委員会が主催する小中一貫教育担当者連絡協議会や確かな学力推進研究
事業を基に、小学校と中学校の義務教育９年間を通して、継続的で一貫性のあ
る教育を行っていく必要性が教職員に浸透してきている。そのため、小中連
携、小小連携の充実した取組が各所で見られるようになってきた。また、学校
運営協議会や地域協育ネット会議内で「熟議」の時間を設け、子供達のより良
い成長の支援策について、児童生徒・教職員・家庭・地域が一緒に協議する機
会も増えつつある。このように、本事業は着実に推進している。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.５】

点数

４

４

３

施策名 夢の広がり

事業名
情報化に対応する教育の充実（学校教育課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　「校務の情報化」は教育の情報化の柱の１つである。また、ＧＩＧＡスクー
ル構想によって１人１台端末を活用して個別最適な学習を推進することも文部
科学省が進める施策に沿ったものであり、必要性が高い。

効率性

現状

　 全児童生徒に１人１台端末を整備したことで、全児童生徒が等しくＩＣＴを活用した
教育を受けられる環境が整っている。
　校務用パソコンの更新では、従来の境界型防御からアクセス制御に変更したことで、
データの連携がしやすくなり、また、パソコン自体が軽量化し、無線ＬＡＮの接続がで
きるようになったことで、校内の広い範囲で利用可能となっている。教職員にとっても
利便性が向上し、働き方改革につながっている。

実績

　小学校１・２年生に１人１台端末を整備した。
　また、教職員の校務における負担軽減と、校務及び授業における利便性の向上を目的
に、校務用パソコンにタブレットＰＣの導入と校務用ＬＡＮの無線化を行った。あわせ
て、校務情報基盤にＭｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５クラウドサービスを導入し、高度なセ
キュリティを可能とした。これにより、校内の職員室以外の場所でも必要なときに校務
情報を安全に利用できるようになり、教育の質の向上を下支えするＩＣＴ環境を実現し
た。

事業費 令和４年度決算額 273,131 千円

目的

　児童生徒の情報化社会に対応できる資質・能力を育成するため、タブレット端末・教
育用コンピュータを整備し、充実したＩＣＴ教育を推進する。また、教職員が効果的な
ＩＣＴ教育を実践する指導力を身に付けるための研修及びＩＣＴを活用した業務改善を
推進する。

今後の
方向性

　教育の情報化の３つの柱である「情報活用能力の育成」「教科等の指導における
ＩＣＴの活用」「校務の情報化の推進」の目標の下、児童生徒の情報活用能力を「情報
活用能力体系表」を基に育成するとともに、教員の指導におけるＩＣＴ活用能力を向上
できるよう効果的な研修を取り入れていく。また、教員の業務負担を軽減するとともに
教員の質の維持向上に寄与するため、県内の自治体等と共同利用する統合型校務支援シ
ステムの導入に向け準備を進めていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　ＩＣＴを効果的に活用するため、学校教育課ＩＣＴ教育推進室とＩＣＴ支援
員及びＧＩＧＡスクール運営支援センターが連携して学校支援に当たってい
る。
　タブレット端末の整備や校務情報基盤の構築によって一定の効果は上がって
いるが、期待していた目的に向かうためにも潜在的なニーズや活用の掘り起こ
しなどソフト面の取組も継続して行う必要がある。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　夏季休業中に小学校１・２年生へのタブレット端末の整備を完了した。ま
た、校務用パソコンの更新と校務情報基盤の構築を行い、業務改善のためのＩ
ＣＴ環境を整えた。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.６】

点数

４

３

３

施策名 青少年健全育成活動の推進

事業名
青少年問題に係る関係機関・団体との連携強化事業（青少年課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第21条第12号に、教育委員会の職
務権限として「青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関す
ること。」と定められている。近年、少子高齢化や情報化社会の急速な進展等
により、青少年を取り巻く環境は大きく変化している。こうした変化に迅速か
つ的確に対応するためにも、各種団体との連携をより緊密にしていく必要があ
る。

効率性

現状

　昨今の青少年を取り巻く環境は、いじめや不登校、インターネット等を介した問題行
動、初発型少年非行の低年齢化等多様化している。こうした中、青少年の健やかな成長
を図るには、学校、家庭、地域との一層の結び付きを深め、県、他市町、警察や青少年
健全育成団体などの関係機関との情報の交換や共有を進めるとともに、協働して対応し
ていくことがより重要となっている。

実績
　生徒指導主任研修会や補導員研修会等、青少年問題に関わる会合を年間約20回開催
し、又は当該会合に参加することにより、学校、家庭、地域、関係機関及び諸団体との
情報の交換及び共有を行い、関係の緊密化を図った。

事業費 令和４年度決算額 570 千円

目的 　学校、家庭、地域、関係機関及び諸団体との連携を強化し、子供の健全育成を図る。

今後の
方向性

　地域の宝である児童生徒の心と体の健全育成を図るためには、学校・家庭・地域・関
係機関のつながりを深め、それぞれが責任と役割を果たすことが重要である。そこで、
児童生徒を取り巻く諸問題についての市民の意識を高め、健全育成活動を活性化すると
ともに、学校においては、児童生徒一人一人の夢や目標の実現を積極的に支援するきめ
細かな生徒指導を推進する。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　学校課題の解決に向けて、関係機関と連携することで、積極的に支援を行う
とともに、児童生徒の気持ちに寄り添った対応等を行っており、事業コスト等
の配分においてもおおむね適切である。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　警察署をはじめとする関係機関等との連携については、引き続き情報の交換
及び共有に努めた。
　補導活動については、58人の登録補導員が日中及び夕刻の補導活動を98回実
施し、延べ315人が従事した。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.７】

点数

４

４

３

施策名 不登校児童生徒への支援と教育相談活動の充実

事業名
教育支援教室における効果的な指導や運営の推進事業（教育センター）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　全国及び山口県においては不登校児童生徒数は増加傾向にあるが、岩国市立
小・中学校においても同様の傾向（令和４年12月末時点で263人）にあり、教育
委員会が事業を継続して実施することが必要である。

効率性

現状

　不登校児童生徒が学校に適応できるよう支援及び指導を行う教育支援センターとし
て、教育支援中央教室（横山三丁目）、教育支援西教室（周東町下久原）、教育支援南
教室（由宇町中央一丁目）、教育支援中央教室北分室（美和町渋前）を設置している。
　教室では、学校と連携しながら、教育指導員による丁寧な指導を行っている。
　このほか、社会体験や自然体験等の活動を計画的に取り入れることにより、通室する
児童生徒の情操教育に取り組んでいる。

実績

　教育支援中央教室に８人、教育支援西教室に５人、教育支援南教室に５人、教育支援
中央教室北分室に１人、合計19人の教育指導員を配置している。
　令和５年３月１日時点で、40人の児童生徒が各教室に通室した。
　なお、中学３年生の通室生は、全員が希望する進路に進むことができた。

事業費 令和４年度決算額 7,819 千円

目的
　おおむね小学５年生から中学３年生を対象とした教育支援教室に通室している児童生
徒や、家から出ることができない不登校児童生徒など、問題を抱える児童生徒の個々の
状況に応じた支援の充実を図る。

今後の
方向性

　増加傾向が続いている不登校児童生徒への支援は喫緊の課題となっており、一人一人
の様態に応じた相談・指導・支援体制が求められている。
　また、個別にカウンセリングを行い基本的な生活習慣を確立させ、学校・家庭・関係
機関の連携強化により長期的な支援を行い、学校への復帰及び社会的自立に向けた支援
を行うものとする。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　現場を熟知した小・中学校教職経験者を中心に運営することで、事業コスト
を抑制するとともに、実効性の高い事業を実施することができており、おおむ
ね適切である。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　毎年40人前後の児童生徒が通室している。
　児童生徒の在籍校と連絡を密にし、希望する児童生徒及び保護者に対してカ
ウンセリングの時間を確保するなどの支援を行った。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.８】

点数

４

３

４

施策名 豊かな心を育む生涯学習の推進

事業名
学習情報・学習機会提供事業（生涯学習課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　社会教育法（昭和24年法律第207号）第５条第16号「社会教育に関する情報の
収集、整理及び提供に関すること。」の義務付けにより、実施している。出前
講座の参加者は子供から高齢者まで多岐にわたり、生涯学習に対する市民の興
味・関心度は高い。

効率性

現状

⑴　学習情報の提供については、出前講座（イカルス）、生涯学習関係施設、学習グ
　ループなどを紹介する全市民向け情報誌を発行し、各施設に備え置くとともに、各種
　講座開催時や集会時に配布を行っている。
⑵　出前講座（イカルス）については、５人以上のグループからの受講要請があれば、
　受講希望者と講師との仲介を行い、お試し講座を開設している。２回目以降は自主的
　に開講してもらっている。

実績

⑴　生涯学習情報誌「生涯学習ガイドブック」は、出前講座（イカルス）の情報だけで
　なく、生涯学習関連事業をはじめ、自主活動クラブの紹介なども含めてＡ４判で2,200
　冊作成した。７月下旬に発行し、ＬＩＮＥでの情報発信を行うとともに、各施設等に
　備え置くなどして配布を行っている。
⑵　出前講座（イカルス）は、計29回開講され、合計485人の受講者があった。内訳は、
　行政職員が講師の講座が14回開講され、203人が受講しており、ボランティア講師の講
　座は15回開講され、282人（うち、子供対象講座は８回で199人）が受講した。
　受講者数は昨年度の約1.8倍となり、また、講座情報の入手先は「生涯学習ガイドブッ
　ク」が７割を占めている。

事業費 令和４年度決算額 511 千円

目的
　新しい時代をひらく生涯学習推進のために、学習情報の提供や出前講座の開講によっ
て、市民の自立した活動を支援する。

今後の
方向性

⑴　生涯学習情報誌については、常に情報の更新に努め、より明瞭なものとなるよう掲
　載内容の見直しを検討し、手に取りやすく、読みやすい情報誌の作成に努めていく。
⑵　生涯学習に対する市民の関心は高く、年齢層も幅広いため各世代の人が必要とする
　学習情報を提供し、満足度が高く自立した活動ができるよう引き続き支援する必要が
　ある。
⑶　イカルスについては、講師のスキルアップを目指した講習会の開催や新規講師登録
　者の確保、利用者の増加に向けて、ホームページやチラシの配布だけでなくＬＩＮＥ
　などを活用し、より分かりやすい周知・ＰＲに努め、利用者の増加を図っていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　「生涯学習ガイドブック」の発行に加え、市民が情報にアクセスしやすいよ
う、令和４年度からＬＩＮＥ等により、より多くの人に生涯情報を提供できて
おり、適切に事業を実施している。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　出前講座（イカルス）について、昨年度より利用回数、受講者ともに大きく
増加した。また、講座受講に際して「生涯学習ガイドブック」を参考にした申
込みが７割を占め、生涯学習情報誌として浸透し、役立っていることが分か
る。
　利用者からのアンケートでは、講座に満足している意見も多く、講座実施の
役割は十分果たしていると言える。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.９】

点数

４

４

３

施策名 豊かな心を育む生涯学習の推進

事業名
家庭教育支援関連事業（生涯学習課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　ひとり親家庭の増加や家庭における様々な問題が複雑化する中、社会全体で
の家庭教育支援の必要性は高まっている。
　孤立化や子育てに悩む家庭への「とどける」家庭教育支援によって各家庭の
課題の改善につなげることができた。

効率性

現状

⑴　親子対象の行事や学習機会を掲載した家庭教育支援のためのリーフレット「いわく
　にっこ」を年３回発行している。
⑵　家庭の教育力の向上を目的として、小学校就学前の子の保護者を対象とした「子育
　て学習会」の開催や、中学校生徒の保護者を対象とした「家庭教育学習講座」を開催
　している。
⑶　令和元年度から、市の単独事業として市内全小学校を対象に「とどける」家庭教育
　支援事業を展開し、不安や悩みを抱え孤立しがちな家庭を対象に、家庭訪問や児童の
　登校支援、保護者の子育て相談などに対応することで、保護者が主体的に家庭教育を
　進めることができるよう支援を行っている。

実績

⑴　家庭教育支援のための親子向けリーフレット「いわくにっこ」を、７月・11月・３
　月に各6,470部、計１万9,410部発行した。
⑵　小学校では、保護者を対象とした「子育て学習会」を市内27校で実施した。ま
　た、中学校生徒の保護者を対象とした「家庭教育学習講座」を市内13校で実施し
　た。なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により予定していた小学校４校、
　中学校１校においては実施できなかった。
⑶　支援員配置校は22校、支援員数は53人であり、そのうち登校支援９校、訪問支援
　11校をはじめとした各校の実態や課題に即した支援活動を実施した。また、令和３年
　度に実施した「早寝早起き朝ごはん」事業において、川下中学校区家庭教育支援チー
　ムが文部科学大臣表彰を受けた。

事業費 令和４年度決算額 3,129 千円

目的
　子育てに関する情報や学習機会を提供し、更には、家庭教育を支える人材を養成する
ことにより、地域全体で家庭教育を支援する。

今後の
方向性

⑴　「子育て学習会」「家庭教育学習講座」等の学習機会の提供や情報提供を充実させ
　ていく。また、リーフレット「いわくにっこ」では、子供が興味を持てる誌面づくり
　を目指し、内容の充実を図っていく。
⑵　地域ぐるみで子供の育ちを支援する仕組みである「地域協育ネット」において、
　家庭教育支援の体制を整備するため、学校や関係機関との連携を図っていく。
⑶　「とどける」家庭教育支援事業では、未配置校への支援員の配置促進と活動の開始
　に向けた支援を行うとともに、研修会を通じて支援員の資質向上を図る。また、「切
　れ目のない子育て支援ワーキングチーム連絡会議」を開催し、教育委員会部局と福祉
　部局の支援体制の強化を図っていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　平成24年度から、家庭教育支援チームが親子向けリーフレット「いわくにっ
こ」に掲載する情報の編集を行っており、効率的に事業を実施している。今後
も、子育てに必要な情報内容を充実させ、家庭において子供と楽しめる誌面づ
くりに努めていく。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　小学校では主に保護者を対象にした「子育て学習会」を市内27校で実施し、
830人の保護者・児童が参加した。また、中学校では保護者を対象とした「家庭
教育学習講座」を市内13校で実施し、保護者や生徒1,877人が参加した。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.10】

点数

３

３

３

施策名 文化財の保護保存と活用の推進

事業名
文化財の活用推進と次世代への継承（文化財保護課）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　文化財保護は本市の文化教育の充実に極めて重要な取組であり、教育委員会
において主体的に取り組む必要がある。

効率性

現状

　本市には、令和５年３月末時点で、185件の指定文化財、11件の国登録文化財のほか数
多くの未指定文化財がある。これらの貴重な文化財を将来に継承していくためには、文
化財を適切に維持保全するとともに積極的な活用を推進し、次代を担う子供たちの文化
財保護意識を高めていくことが極めて重要であり、普及啓発への取組を継続的に実施し
ていく必要がある。

実績

　国の天然記念物「岩国のシロヘビ」について、約900頭の個体を各飼育施設で適切に飼
育するとともに、シロヘビこども飼育員事業や夏休みシロヘビ親子教室、かわいいシロ
ヘビ作品展、岩国のシロヘビ文化財指定50周年記念講演会など多くの普及啓発行事を開
催した。
　また、地域の伝統芸能継承のため、次代を担う子供たちを中心に11団体の出演を得て
「岩国民俗芸能まつり」を開催した。
　岩国市の文化財全般の活用推進については、文化財に関する情報発信を強化し、観光
誘客など文化財の活用につなげるため、岩国市の文化財ホームページ「いわくに文化財
探訪」を開設した。

事業費 令和４年度決算額 52,829 千円

目的
　文化財の適切な維持保存に努めるとともに積極的な活用を推進し、また、様々な普及
啓発活動を通じて次代を担う子供たちの文化財保護意識の向上を図り、貴重な文化財を
確実に継承する。

今後の
方向性

　本市の貴重な文化財を将来に継承するため、令和５年度から文化財に関する事項を市
長部局に移管するとともに、今後も引き続き文化財の積極的な活用を推進する。「岩国
民俗芸能まつり」をはじめ、これまでも実施してきた様々な普及啓発活動を今後も継続
するとともに、「岩国シロヘビの館」における新たな企画展開催やオオサンショウウオ
に関する勉強会などの新たな企画を検討し実施していく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　令和４年度は、当初の予算計画に沿って効率的に事業を実施できており、お
おむね適切である。なお、事業実施に当たっては、一般財団法人岩国白蛇保存
会、岩国民俗芸能協会、山代神楽連絡協議会など関係団体との協働により、事
業効果の向上に努めている。

総合評価 合計点数

Ｂ ９

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　令和４年度に開催した普及啓発行事として、シロヘビこども飼育員事業に
は、市内の小学生12人の参加があり、夏休みシロヘビ親子教室には約60人、岩
国のシロヘビ文化財指定50周年記念講演会には約300人の来場があった。また、
岩国民俗芸能まつりには11団体に出演していただき、約400人の来場があるな
ど、多数の参加があり、文化財保護意識の向上に成果があった。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.11】

点数

３

４

３

施策名 博物館、資料館共通の取組

事業名
研究活動と展示会等の充実（岩国徴古館）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　本市の歴史や文化について、史料を調査研究することで明らかにするととも
に、展示を通して広く紹介していくことは、市民憲章にも掲げている「歴史や
伝統、文化の薫り」を将来にわたって伝える上で重要である。

効率性

現状

⑴　展示の基本となる常設展示の充実に努めている。
⑵　岩国徴古館においては、年に６回程度の企画展を開催するとともに、企画展の開催
　に併せ、体験講座や展示解説などの関連行事を行っている。岩国学校教育資料館に
　おいては、年に４回程度のミニ企画展を開催している。
⑶　郷土に関する史料を調査研究し、史料集等を刊行している。

実績

⑴　岩国徴古館においては、映像やパネルによって錦帯橋や明治維新に関する常設展示
　を行うとともに、特集ミニ展示として花押や刀剣に関する展示等、時機に合わせた入
　替えを行った。
⑵　岩国徴古館においては、企画展を６回開催し、約２万4,000人の来館者があった。ま
　た、企画展に併せ展示解説を行うとともに、夏休みや春休みに関連イベントを実施
　し、参加者から好評を得た。岩国学校教育資料館においても、ミニ企画展を４回行
　い、岩国学校開校150年に関した展示や関連イベント等を開催した。
⑶　市民等の郷土史研究に寄与するため「岩国徴古館調査報告書（第３号）」を発行し
　た。また、絶版であった「岩邑怪談録」を復刊し、児童生徒にも読みやすいように
　ブックレットも併せて作成した。

事業費 令和４年度決算額 2,627 千円

目的

　岩国徴古館、岩国学校教育資料館については、それぞれの特徴をいかした企画を考
え、収蔵資料の充実を図る。また、資料のみにとどまらず、地域の歴史や文化も併せた
調査研究に努め、地域に根ざした博物館、資料館として、成果を市民に還元できる館づ
くりを目指す。

今後の
方向性

⑴　令和５年度から博物館に関する事項を市長部局に移管する。
⑵　岩国市博物館等施設再整備計画、岩国市博物館基本計画に基づき、博物館の整備を
　行う。
⑶　展示内容や展示物を見直すことにより、魅力的な常設展示となるよう努めていく。
⑷　企画展の内容充実を図るとともに関連講座等を実施し、来館者の増加につながるよ
　う努めていく。また、ホームページ及びＦａｃｅｂｏｏｋなどのＳＮＳを十分に活用
　し、来館者の増加につながるよう魅力発信に努めていく。
⑸　調査研究を継続し、市民等の郷土史研究に寄与するよう努めていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　幅広いテーマの企画展を行うとともに、所蔵資料の調査研究成果を報告書と
して発行することによって市民等の郷土史研究に寄与できており、おおむね適
切である。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　岩国徴古館においては、企画展と併せて体験講座や展示解説も実施し、コロ
ナ禍の影響を受けながらも、徐々に客足も増え、２万4,000人以上が来館した。
岩国学校教育資料館においても、展示関係イベントを開催し、参加者から好評
を得た。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.12】

点数

３

４

４

施策名 岩国徴古館の取組

事業名
研究会、講座等の開催（岩国徴古館）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　研究会や講座を開催し、郷土の歴史について知る場を広く市民に提供するこ
とは、市民憲章にも掲げている「歴史や伝統、文化の薫り」を現在のみならず
将来にわたって伝える上でも重要である。

効率性

現状

⑴　主催事業として、月１回の郷土史研究会と月２回の古文書講座（基礎・初級）を開
　催している。
⑵　学校や公民館等に外部講師として学芸員を派遣している。
⑶　教育現場等での博物館資料の活用を目的として、博学連携教材を製作し、提供して
　いる。

実績

⑴　郷土史研究会を12回開催し、延べ438人の参加があった。また、古文書講座の基礎
　を12回、初級を12回開催し、延べ486人の参加があった。
⑵　外部講師として市内の学校の体験講座等（館内での体験等も含む。）に学芸員を30
　回派遣したほか、公民館等の生涯学習講座、関係課・関係団体等の依頼による講座や
　歴史解説等に学芸員を４回派遣した。
⑶　博学連携において、教育現場や地域への博物館資料活用を目的として、「中津居
　館跡一括出土銭」に関連した鋳造体験古銭シリコン型を追加製作した。また、岩国徴
　古館において各種体験イベントを15回開催し、延べ60人の参加があった。

事業費 令和４年度決算額 329 千円

目的
　岩国徴古館主催の郷土史研究会、古文書講座等を開催することにより、郷土の歴史に
対する市民の関心を高めるとともに、市民に学習の場を提供する。

今後の
方向性

⑴　令和５年度から博物館に関する事項を市長部局に移管する。
⑵　引き続き、講師・テーマを工夫し、利用実績の増加に努めていく。
　学校や公民館等が利用しやすい仕組みを確立するとともに、働き掛けを行うことに
⑶　よって、積極的な講師派遣に努めていく。
⑷　小・中学生にも分かりやすい歴史教材を制作し、郷土愛を育む機会を増やすよう努
　めていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　郷土史研究会においては、岩国徴古館学芸員のほかに関係団体等から外部講
師を迎えることで幅広いテーマによる学習機会を提供できており、適切であ
る。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　郷土史研究会は、学芸員や市内の郷土史研究者だけではなく、市外からも講
師を招へいすることによって、幅広い分野の話が聴講できることから好評を得
ている。古文書講座についても、基礎・初級クラスと受講者のニーズに合わせ
た講座内容とし、受講者数も増加傾向にある。また、博学連携事業は座学や体
験講座など、形態も多様なものとなっており、学校への積極的な働き掛けに
よって依頼も増加している。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.13】

点数

３

３

３

今後の
方向性

⑴　ブックスタート事業を継続実施するとともに、コロナ禍以前の活動状況に戻せるよ
　う、関係機関・ボランティアと協議・検討していく。
⑵　「岩国市子どもの読書活動推進計画（第四次）」に基づき、事業を実施する。
⑶　図書館キャラクター「本の王様ホンスキー」を様々な場所・場面で活用して、図書
　館の利用促進につながる取組を実施する。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　ブックスタート事業やおはなし会等は、職員とボランティアの協働により、
効果的な事業の運営が行われている。今後も経験を積んだ読み聞かせボラン
ティアを維持するため、研修や募集を継続して実施する。

総合評価 合計点数

Ｂ 9

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　関連各課や関係機関・関係団体との連携により、全市的な取組の推進を実現
している。また、学校司書研修会を通して情報交換の場を持つことができ、
小・中学校での読書環境に求められることについて協議できた。

有効性
・

必要性

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　家庭、地域、学校、図書館、行政を通じた社会全体での取組が不可欠である
ことから、責任ある行政運営が求められる。
　また、幼少期の頃から本に触れることは、生涯の学びの基礎となる読書活動
を推進する上で有効である。

効率性

現状

⑴　関連各課及びボランティアとの協働により、ブックスタート事業を実施している。
　　中央図書館では、事業のフォローアップとして、毎月２回「乳幼児の日」を設け、
　おはなし会等の行事を開催している。
⑵　子供と本を結ぶための活動として、全館でおはなし会を実施している。
⑶　関係機関や関係団体と連携を図り、様々な取組を実施している。

実績

⑴　ブックスタート事業は、年間22回、765人の対象者に実施した。中央図書館では、
　「乳幼児の日」に合わせ、「ちいさい子のためのおはなし会」を12回、「わらべうた
　講座」を４回開催した。また、読み聞かせボランティア「えほんのじかん」による
　20周年記念スペシャルおはなし会を開催し、86人の方が参加した。
⑵　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を講じた上で、全館でおはなし会を
　実施した。
⑶　学校司書研修会や中学校図書館部会に図書館司書が講師として参加し、情報を共
　有することができた。また、おはなし会ステップアップ講座（29人参加）、おはなし
　会ボランティア養成講座（10人参加）を各１回実施した。養成講座後、６人が「え
　ほんのじかん」ボランティア会員に加入された。

事業費 令和４年度決算額 1,332 千円

目的
　子供の想像力と知的好奇心を刺激し、豊かな心を育み、生涯の学びの基礎となる読書
活動を整備する。

施策名 子供の読書活動の推進

事業名
子供の読書活動推進事業（中央図書館）

（担当課）
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【Ｎｏ.14】

点数

３

４

４

今後の
方向性

⑴　図書館システムとホームページの更新を行うことにより、新たな機能の充実を図
　り、図書館の利用促進に努める。
⑵　市内の小・中学校での電子図書館の活用を推進する。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　インターネットによるサービスの強化及び電子図書館サービスの充実は、利
用者の利便性を高めるとともに、新たな来館者の利用促進を図ることができ、
効果的である。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　電子図書館サービスの利用や、コロナ禍による生活様式の変化等で、イン
ターネットによる図書館システムの検索数は、年々増加している。
　また、デジタル利用券の利用開始により、利用者はより手軽で簡単に図書館
を利用することが可能となった。

有効性
・

必要性

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　情報化の進展に伴い、紙媒体だけでなく、電子媒体による情報提供も多く求
められており、利用者に対して速やかに情報を提供するための媒体が必要と
なっている。
　また、電子書籍の需要は増加しており、図書館に来館することが困難な方に
も、いつでもどこでも利用できる電子図書館サービスは有効である。

効率性

現状

⑴　全館設置の利用者用インターネット端末により、利用者自身で必要とする情報を選
　択することが可能となり、専門的なサービス提供の強化を図っている。
⑵　図書館ホームページから情報発信を行うことにより、利用促進を図っている。ま
　た、パソコンだけでなく、スマートフォンやタブレット、全館内設置のＯＰＡＣ（利
　用者用検索機）からも資料の検索・予約ができるシステム環境を整備している。
⑶　電子図書館サービスにより、図書館の利用促進・利用者の利便性の向上を図ってい
　る。

実績

⑴　全館に設置した利用者用インターネット端末により、情報提供を行った。
⑵　デジタル利用券の利用を開始し、利用者の利便性の向上を図った。図書館ホームペ
　ージのアクセス件数は、802万270件となり、前年度の623万8,639件より約30パーセン
　ト増加した。
⑶　電子図書館は、延べ１万7,012人が利用し、１万2,486冊の電子書籍の貸出しを行っ
　た。
　　令和５年１月から同年３月までは、公募により小学校２校にＩＤ等を付与し、朝
　読書や家庭学習に活用してもらったことから、月平均約2,000人の来館者数であった
  が、年間月平均は1,418人で、昨年度の1,630人を下回った。
　　学校連携として、小・中学生に電子図書館を円滑に利用してもらうため、トップペ
　ージに学年向けバナーを配置したほか、利用マニュアルを作成し配布した。

事業費 令和４年度決算額 13,533 千円

目的 　高度情報化に対応し、インターネットによるサービスを強化し、利用促進を図る。

施策名 インターネットによるサービスの推進

事業名
インターネットによるサービス強化事業（中央図書館）

（担当課）
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【Ｎｏ.15】

点数

３

３

４

施策名 科学への興味を育む環境づくり

事業名
科学振興展覧会・研究発表会開催事業（科学センター）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　児童生徒の優れた科学的な作品を賞し、広く科学に対する興味・関心及び研
究意欲を醸成することは、これからの科学を担う人材育成事業として有効であ
る。

効率性

現状

　夏休み前に、各学校を通じて児童生徒に対し、個別に募集チラシを配布することによ
り周知を図っている。また、各学校から推薦された作品を科学センターに展示し、市内
及び和木町の小・中学生が、他校の児童生徒の作品を直接目にすることで、新たな発見
につながっている。

実績

　令和４年度は、小学校の部で235件の推薦があり、岩国市・和木町小中教育研究会理科
部会の教員を審査員とし、選考された優秀作品８点を県立博物館で開催されたサイエン
ス山口（山口県科学作品展）に出展した。同様に、中学生の部からは169件の推薦があ
り、優秀作品６点を出展した。

事業費 令和４年度決算額 167 千円

目的
　市内及び和木町の小・中学生を対象に、夏休み期間を利用した科学工作や理科の自由
研究を募集し、各学校で推薦された作品の展示・発表を通じて、小・中学生の科学への
関心を高めることを目的とする。

今後の
方向性

　今後も小・中学校との連携を深めながら事業を継続し、小・中学生の理科や科学への
関心を高めることにつなげていき、創意工夫を凝らした作品の製作や研究を子供たちに
促す。また、科学センターで実施している科学教室や科学クラブの活動を通して、広く
科学体験の場を提供し、出展数の増加や作品内容の充実を図っていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　外部に審査を依頼せず、小・中学校の理科部会の教員に依頼することでコス
トを削減している。また、理科部会の教員から全面的な協力を得ることで子供
たちにフィードバックすることができ、効率性が高い。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　科学工作や理科の自由研究は、小・中学生の夏休みの課題の一つとして定着
していることもあり、小学校から235件、中学校からは169件の推薦があった。
このことから、児童生徒の関心を高めるなど、一定の効果を得ることができ
た。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.16】

点数

３

３

４

施策名 暮らしの中の科学や道具についての学びの推進

事業名
青少年のための科学の祭典開催事業（科学センター）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　科学技術の楽しさや面白さ、発見の喜びや感動を一人でも多くの青少年に体
験してもらうことは、青少年の科学への興味・関心を高めることに有効であ
る。

効率性

現状

　本行事は、例年、山口県青少年自然の家（山口県ふれあいパーク）との共催により、
年２回開催しているが、令和２年度と令和３年度については、新型コロナウイルス感染
症の影響により年１回の開催にとどまった。
　行事の概要としては、市内の高校、近隣の企業や教育施設、大学、任意団体等に協力
していただき、会場内に設置した実験・工作ブースやパネル展示などを、小・中学生の
参加者が体験・見学するイベントである。

実績

　令和４年度は７月31日に由宇青少年自然の家（由宇会場）で、10月30日に麻里布小学
校講堂（岩国会場）で開催した。令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡
大防止対策を講じた上での開催となった。
　由宇会場では、これまで別途開催していた「サイエンスセミナー」を行事の一部に組
み込み、小学２年生から高校３年生までの幅広い年齢層を対象とする行事とした。
　岩国会場では、午前・午後合わせて10団体によるブース出展により、会場内で様々な
科学工作を体験できる行事となった。

事業費 令和４年度決算額 408 千円

目的
　様々な実験やパネル展示を見て、触れて、考えることにより、科学の面白さや不思議
さと、その本質が理解できたときの楽しさを体験し、青少年の科学への興味・関心を高
めることを目的とする。

今後の
方向性

　今後も地元企業や小・中学校をはじめ、市内外の高校や大学などと連携し、小・中学
生が更に興味をかき立てられるような魅力的な祭典とし、青少年の科学振興につなげて
いく。
　会場や出展者の見直しなどの効率改善を図るとともに、より多くの参加者が楽しめる
行事運営に努めていく。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　地元企業や学校教員をはじめ、市内外の高校や大学など地域全体から多数の
ボランティアの協力を得てブースや教室を運営することで、経費削減に努めて
おり、効率性が高い。

総合評価 合計点数

Ｂ 10

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　令和４年度は２年ぶりに由宇会場・岩国会場の両方で開催することができ
た。両会場ともに感染症対策として完全予約制・人数制限の下で開催せざるを
得なかった一方、旧来のブース形式を復活させ、対象年齢を広げるなど、より
多くの参加者に楽しんでもらえるよう工夫を行った。

有効性
・

必要性
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【Ｎｏ.17】

点数

３

４

４

施策名 公民館活動の推進

事業名
各種学級・講座開催事業（中央公民館）

（担当課）

市民ニーズや社会情勢に合っているか。教育委員会が実施する必要性があるか。

　公民館講座をはじめとした生涯学習への市民の関心、要望は強く、定員を超
える講座もある。また、高齢者向けパソコン講座や子育て世代向けＬＧＢＴＱ
講座など、現代社会における課題の啓発活動や時事に関連した講座も企画する
ようにしており、市民の生涯学習にとって有効である。

効率性

現状

　公民館事業を「高齢者対象」「子供対象」「成人対象」「子育て世代対象」と年齢層
ごとに分け、レクリエーション活動から市の啓発的課題等、地域ごとに特色ある講座を
企画・開催している。また、地域で活動する諸団体や学校等とも協力し、事業展開をし
ている。

実績

　高齢者を対象とした事業：交通安全、健康増進、消費生活等の内容　126件
　子供を対象とした事業：体験、創作活動　97件
　成人を対象とした事業：一般教養、趣味的講座　128件
　子育て世代を対象とした事業：親子ふれあい、家庭教育講座　81件
　岩国中学校・中央公民館地域交流活動
　【公民館クラブ　７団体　参加人数 253人】

事業費 令和４年度決算額 3,976 千円

目的
　様々な年齢層に対応した現代的・社会的な課題について学習の機会を提供する。ま
た、地域や学校とも連携して効果的に学級や講座を開催する。

今後の
方向性

　世代や価値観の違いを超え、地域の人々の交流や地域の活性化、学びや健やかな成長
を育む上で、公民館は大きな役割を担っている。急速に変化し続ける時代の中で、公民
館も、新たな情報を取り入れながら、地域の発展に結びつく学習及び交流機会の提供を
目指す必要がある。

事業コスト（予算、人員）等の配分が適切か。効果を上げるための改善の余地はないか。

　分館・地区館指導員で定期的に情報交換を行い、市民ニーズや社会情勢に
合った講座の開催に努めている。また、公民館以外の場所で講座を実施した
り、複数館合同で講座を行う等、より効果的・効率的な開催に努めている。

総合評価 合計点数

Ａ 11

点検
・
評価

項目 評価の視点と理由

達成度

事業本来の目的の達成度から、どの程度の成果が得られたか。

　新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、ニーズに対応した講座を開催
できた。また、地域協育ネットの仕組みをいかした事業である「岩国中学校・
中央公民館地域交流活動」について、中央公民館だけでなく、岩国中学校区の
各公民館の団体にも参加していただき、学校と各地域をつなげる事業が実施で
きた。

有効性
・

必要性
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27 
 

■おわりに 

この度作成しました岩国市教育委員会点検・評価報告書につきましては、岩国市教育基

本計画の施策概要の中から点検項目を選定し、令和４年度に取り組んだ主要な 17 事業の点

検及び評価を実施いたしました。 

その結果、Ａ評価７事業、Ｂ評価 10 事業となり、Ｃ評価、Ｄ評価及びＥ評価となった事

業はありませんでした。 

点検・評価を実施して評価が上がった事業のうち、「情報化に対応する教育の充実」は、

小学校１・２年生に１人１台端末が整備されたことで、市立小・中学校の全ての児童生徒

にタブレット端末が行き渡り、効果的に活用されているため、Ａ評価となっております。 

このほかにも、前年度と同等の評価となった事業もありますが、Ｗｉｔｈコロナの状況

に適応しながら、徐々に教育活動を再開させたことで、前年度に比べて企画展や各種講座

への参加者数が増加し、評価が上がった事業もあります。 

今後におきましても、より多くの人が安心して学び続けるための教育環境の整備と、充

実した教育活動の推進について、なお一層の努力をしてまいりたいと考えております。 

また、昨今の本市の教育を取り巻く環境としまして、人口減少や少子高齢化、デジタル

化の促進、グローバル化や持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進などに加え、新型コロ

ナウイルス感染症を契機とした「新しい生活様式」の導入等、大きく変化してきておりま

す。 

本市教育委員会では、こうした状況を踏まえ、令和５年度から令和９年度までの新たな

教育基本計画を本年３月に策定したところです。 

今回の点検・評価の結果を踏まえ、教育委員会会議その他あらゆる機会を捉えて広く議

論を重ね、課題や改善点を十分に検討し、新たな教育基本計画に基づき、本市のより良い

教育行政の推進に努めていく所存です。 

本報告書について、皆様の率直な御意見を賜り、今後の教育行政の課題解決等に役立て

ていきたいと考えておりますので、何とぞよろしくお願いいたします。 

 

  令和５年７月 27 日 

 

                          岩国市教育委員会 

                          教育長 守 山 敏 晴 

 


